（別表）　　　　　　

対象経費
	費　目
	経費の具体例（例示（※））

	人件費
	報酬
	事業に直接従事する職員等に係る人件費

	
	給料
	

	
	職員手当等
	

	
	共済費
	　雇用保険料、健康保険料等

	報 償 費
	事業の実施に協力した者等に支払う経費

	旅　　費
	　事業の実施に必要な交通費や宿泊費等

	需 用 費
	　消耗品費、燃料費、食糧費（但し、茶菓等に限る。）、印刷製本費、光熱水費、修繕料

	役 務 費
	　通信運搬費、手数料、保険料、雑役務費

	委 託 料
	　事業の一部を再委託する場合の経費
（但し、その額は事業費の２分の１以内とし、事前に県との協議を必要とする。）

	使用料及び賃借料
	　会場使用料、機器等のレンタル料、リース料　等

	備品購入費
	　事業の実施に必要な器具、機械類等の購入費


（※）ご不明な場合は、中予地方局地域福祉課生活保護グループまでお問い合わせください。
（留意事項）

・個人への現金給付や現物給付又は個人負担を直接に軽減するものは対象外とする。 

・備品購入費は単価３０万円以上のものを除き対象とする。 

・事業に従事する者の人材養成の取組のうち、事業者が事業所内で実施する勉強会や事例検討会等に必要な経費は対象とする。

・国が行う就労準備支援事業従事者養成研修や、県が行う伝達研修への参加のために必要な旅費は対象とする。 

・本事業を通じた就労体験等において、利用者が怪我をした場合又は事業者が損害賠償責任を負った場合等の補償に対する保険の加入費用は対象とする。 

・就労体験受入先に対する報償費は対象とするが、その額については、団体が定める基準等に基づき適正な額とすること。 

・合宿方式で実施する場合、宿泊場所の提供に係る費用は対象とする。
・その他対象経費の支出に当たっては、当該経費が本事業の実施に必要な理由、又は当該経費の支出額が適正な金額であること等について、十分な説明責任が果たせるようにしておくこと。

